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運動習慣のない高齢者向け運動プログラム介入の有効性と 

現場への定着を同時に検証 

—対象者の特徴に応じた「実装戦略」で、高い身体機能改善効果と継続率を両立— 

 

 

慶應義塾大学スポーツ医学研究センター兼同大学大学院健康マネジメント研究科 小熊祐子教

授らと株式会社飯田産業との共同研究グループは、運動習慣のない地域在住高齢者を対象とした介入

試験を行い、事前の特徴分析に基づく適切な運動プログラムの設計が、身体機能の改善と高い継続率

を両立させることを明らかにしました。本研究は運動プログラムの有効性だけでなく、現場への定着

（実施可能性）を同時に評価した点に新規性があり、運動習慣のない高齢者の特徴に応じたプログラ

ム設計が有効であることを示しました。 

本研究成果は、『Contemporary clinical trials』に 4 月 7 日に掲載されました。 

 

 

1．研究の背景 

有効性の高い運動介入方法が開発されても、その方法が現場に浸透するには時間を要すとされてい

ます。その理由の一つに、運動介入方法が上手く対象者に適合していないことが挙げられます。その

ため、対象者に合わせた工夫、いわゆる実装戦略を組み合わせた実装研究が臨床現場の橋渡しになる

と考えられていました。 

そこで本研究は、運動施設における運動習慣のない地域在住高齢者を対象に、国内外のガイドライ

ンで根拠に基づく介入として知られる多要素運動（複数の運動を組み合わせた運動）の有効性と実施

可能性を同時に検証しました。 

 

2. 研究成果と今後の展開 

 本検証では、事前に運動習慣のない高齢者の運動開始の促進・阻害要因を把握し、実装戦略を組み

合わせた介入研究を実施しました。多要素運動の多要素とは有酸素運動、筋力トレーニング、バラン

ス運動を組み合わせた介入であり、研究参加者は週 1〜2 回、単一の運動施設での当該運動を 12 週間

実施しました。 

その結果、移動能力を示す評価指標は有意に改善し、対照群よりも良好な結果を示しました。一方

で、加速度計で測定した身体活動量に有意な変化がみられませんでした。実装面では「RE-AIM フレ

ームワーク」を用いて評価を行い、参加回数を守ることを示す遵守率（75%が 12 回以上参加）、検証

後の継続率（24 週で 81.3%）が極めて高いことが確認されました（下図）。これは指導者によるフィ

ードバックや運動強度調整、プログラム設計などの実装戦略が寄与したためと考えられます。また、

運動指導者の存在は運動強度の確保や安全管理、フォーム修正を通じて効果を高めたことを示唆しま

す。 

本研究は単一施設での介入研究であるため、今後は多様な運動施設において同様に実装可能かの検

証を進めていきます。運動施設ごとに特徴や環境が異なることが推察されるため、それぞれの実装計

画に応じた多様な戦略を練りながら検証していくことが求められます。有効性の高い運動介入の実装

 



をより多くの対象者に広げて、ポピュレーションアプローチによる地域高齢者の健康増進に寄与して

いきたいと考えています。 

 

 

図：運動習慣のない高齢者向け運動プログラム介入の有効性と現場への定着を同時に検証 
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